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第二言語教育における Willingness to Communicate
に関する研究の動向
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Review of Literature on Willingness to Communicate in Second Language Education

Akiko Kobayashi

　　 The present article aimed to review literature of Willingness to Communicate (WTC) 
in second language learning and its application to the research of Japanese language 
education.　This study examined the following questions: (1) what is WTC in second 
language? (2) why is WTC study needed for Japanese language education? (3) how has 
WTC been investigated and what were the results of the previous researches? (4) what 
are the important problems to solve?　This review suggests that WTC has a positive effect 
on oral proficiency in second languages, and that further research should be undertaken to 
find out the effective ways of improving WTC.
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１．はじめに

　1960年代後半から1970年代初めにかけて，第二言語1）

教育では，コミュニケーション2）能力の育成が重視さ
れ始めた。日本語教育においても，その主な目的はコ
ミュニケーション能力の獲得であるため，ロールプレ
イやプロジェクトワークなどを取り入れた教室活動が
多く行われている。しかし中には，このような活動を
避ける傾向がある学習者や，教室活動には参加するが，
日本語母語話者とはコミュニケーションをとろうとし
ない学習者も存在する。日本の大学に在籍する留学生
など，目標言語使用環境にいる学習者は，日常生活で
の日本語母語話者との接触も含めて積極的に第２言語
を使用することで，より日本語のコミュニケーション
能力を高められる可能性がある。そのため，言語面の
指導のみではなく，学習者をいかに日本語によるコ
ミュニケーションへと動機づけていくかという点が教
師の課題となる。
　本稿では，このような第二言語のコミュニケーショ
ンに対する動機づけを検討するために，第二言語にお

ける Willingness to Communicate（以下，WTC と略
す），つまり，「第二言語を用いて他者と対話する意思」

（八島，2004）に関する研究を概観する。これまで，
日本語教育において WTC について検討した研究は稀
であるが，この概念を導入することで，第二言語のコ
ミュニケーションに対する動機づけを高める方法につ
いて教育的な示唆を得ることができる。そのため，本
稿では，（1）第二言語の WTC とは何か，（2）日本語
教育においてなぜ WTC に関する研究が必要なのか，

（3）これまでの実証的研究はどのように行われ，何が
明らかになっているのか，（4）残された課題は何か，
という点について検討する。

２．動機づけ研究の歴史

2.1　社会心理学に基づく研究
　まず，第二言語の WTC という概念が生まれた経緯
や，第二言語の動機づけ研究における WTC の位置づ
けについて述べるために，これまでの第二言語教育に
おける動機づけ研究の歴史を概観する。
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　第二言語教育において，情意要因に最初に着目し，
大規模な調査・研究を行ったのはカナダの社会心理学
者であるR. GardnerとW. Lambertであった。彼らの研
究の特徴は，第二言語話者や目標言語社会に対する学
習者の態度（Attitude）に着目した点である（Gardner, 
1985）。図１は，Gardner らの一連の研究を基に構築
された「社会教育モデル（Socio-educational model）」
である。このモデルでは，「統合性（Integrativeness）」
と「学習環境への態度（Attitude toward the Learning 
Situation）」という２つの態度を設定している。統合
性とは，目標言語社会の一員になりたい，目標言語話
者と話したいという気持ちであり，学習環境への態度
とは学習者の教師やコースへの態度が好意的かどうか
ということである。また，その２つの態度が「学習意
欲（Motivation）」に影響している。学習意欲の内容は，
学習への肯定的な態度，学びたいという気持ち，努力
する態度から構成されている。つまり，目標言語グルー
プとコミュニケーションしたいという気持ちがあり，
第二言語学習のコースや教師へも満足していれば，学
習をしたいという気持ちが高まり努力するということ
である。Gardner（1985）は，上記の３つの要因をあ
わせて，「統合的動機（Integrative motive）」と呼び，
この「統合的動機」が第二言語の習熟度（Language 
Learning Outcomes）に影響すると仮定した。
　しかしその後の研究によって，目標言語使用環境で
は，統合的動機よりも道具的動機のほうが第二言語の
習熟度を予測する可能性があることが示された

（Dörnyei, 1990）。また，統合的動機の内容についても，
目標言語使用環境で生まれた統合的動機の概念を外国
語環境にいる学習者にそのまま当てはめることは困難
であることが指摘されている。例えば，Yashima（2000）
では，日本人大学生の英語学習動機として，英語圏の
文化への興味や友好的態度があることを示している。
しかし，これは英語が象徴する国際社会や文化への憧
れを示すもので，カナダで見られたような目標言語話
者の社会の一員になりたいというような統合的動機と
はやや異なっている。このように，各学習状況におけ
る対象言語の社会的意義や学習者個人の意味づけに
よって動機の内容や種類が異なるため，学習状況に応じ

て動機を操作的に定義し，調査を行う必要性があること
が指摘されている（Clément and Kruidenir, 1983）。
日本語教育においても，これまで主に海外の学習者を
対象として，日本語学習の動機を探る調査が行われて
きた（石井，1993；縫部他，1995；成田，1998；端野，
2000；李，2003；磐村，2004）。これらの研究によっ
て日本語の習熟度と動機が関連すること（成田，1998），
日本への留学経験が動機に影響すること（縫部他，
1995）などが見出された。このような研究は，学習者
を取り巻く社会環境の影響を考慮した上で，ある特定
の日本語学習集団の動機を解明し，そこから得られた
知見を教室実践に生かすことを目的としたものである

（守谷，2002）。このような調査を行うことで，教師は
学習者が実際に持っている動機と教育機関やコースの
目的とが合致しているかどうか知ることができる（縫
部，2001）。この観点に立つ研究は現在でも行われて
おり，今後も様々な国・地域で調査を行うことで，多
様な日本語学習者を理解する糸口となる。しかし1990
年代に入ると，Gardner らが行ったような社会心理学
によるアプローチに対する批判がされ始めた。
 
2.2　動機づけ理論の拡大 
　Gardner らによる一連の研究は，情意面の個人差が
第二言語学習の習熟度にどの程度影響を与えるのか，
という点の解明に重点が置かれていた。そのため，「動
機とは何か」という動機の構成要素の解明に重点が置
かれており，「学習者をどのように動機づけるのか」
という第二言語教師の関心に応えるものではなかった

（Crookes and Schmidt, 1991）。そのため，90年代に
入ると，より教育実践に役立つような研究の必要性が
訴えられるようになり，上述の社会心理学の観点から
の研究に加えて，教育心理学の理論を取り入れることで，
動機づけ研究全体の理論の拡張が行われた（Dörnyei, 
1994；Oxford and Shearin, 1994）。
　この教育心理学によるアプローチの中で最も中心的
な役割を果たしているのは「自己決定理論（Self-
determination theory）」（Deci and Ryan, 1985）であ
る。この理論では，学習者の動機を流動的なものとし
て捉え，「外発的動機（Extrinsic motivation）」から「内

図１　Gardner（1985）の社会教育モデルの一部
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発的動機（Intrinsic motivation）」へと移行する過程
に着目した。内発的動機とは，関心があるから勉強す
る，おもしろいからやるというような学習そのものが
報酬である動機である。外発的動機とは，報酬や賞賛，
叱責の回避などが目的となっている場合を指す。この
理論を応用した第二言語教育での研究例としては，
Noels（2001）がある。Noels（2001）では，教師のコ
ミュニケーションスタイル（に対する学習者の認知）
と，学習者の動機の関連について調査している。その
結果，教師の態度が支配的（controlling）であると学
習者が認知すると，学習者の内発的動機が低下するこ
とが示された。また，Noels et al.（2000）は，自己決
定理論による動機の分類と，これまで主に社会心理学
の観点から分類されてきた動機との関連を調査してい
る。その結果，外発的動機は道具的動機との関連が高
かった。また，旅行，知識，友好という動機は，より
内発的動機と関連が高かった。Noels et al.（2000）は，
自己決定理論とこれまでの動機研究の成果とを合わせ
て検討することで，第二言語学習者の動機を体系的に
検討することができると述べている。このように，90
年代以降の研究の特徴として，教室において動機に関
わる要因（教師のコミュニケーションスタイルなど）
や，動機が高まる過程に着目したこと，また動機づけを
高める方略（Motivational strategies）（Dörnyei, 2001a）
について検討し始めたことがある。
　このような新たな動機づけ研究のアプローチの１つ
として，WTC に関する研究も含まれる（Dörnyei, 
2001b）。Dörnyei（2001b）は，近年の第二言語教育
においてコミュニケーションに対する積極性を育てる
ことは教育の中心的目標であり，WTC に関する研究
はこの点に関して重要な教育的示唆を与えてくれると
述べている。以下では，この第二言語の WTC とは何
か，またこれまでの動機づけ研究とどのような関連を
持っているのかということについて述べる。

2.3　WTCの概念
　WTC に関する研究は，もともと第一言語における
コミュニケーション研究の分野で，なぜある人は積極
的にコミュニケーションし，ある人はそうしないのか
という疑問から始まった研究である。第一言語におけ
る WTC は，「コミュニケーションするかどうかが自
由である状況でコミュニケーションを開始する意思」と
定義される（McCroskey, 1992）。Chan and McCroskey

（1987）は，哲学・数学・地理学のクラスにおいて教
室観察とともに WTC 質問紙を実施した。その結果，
WTC が高い学習者は，授業への参加度が高く，WTC
というコミュニケーションへの意思が実際の行動を予

測していることが示された。また，MacIntyre（1994）
は，第一言語の WTC に影響を与える要因について調
査した結果，WTC を直接予測したのは，コミュニケー
ション不安（communication apprehension）とコミュ
ニケーション能力の認知（perceived communication 
competence）だったと述べている。このように，第
一言語教育においては，ＷＴＣが高いほど授業への能
動的参加が促進され，学習者が他者と対話する意思を
育てるためには，教師は，学習者の不安を減らし，自
分のコミュニケーション能力について自信を持つよう
に励ますことが重要であることが示唆された。
　第一言語のコミュニケーション研究の分野で始まっ
た WTC 研究は，その後第二言語教育へ応用されるよ
うになった。MacIntyre et al.（1998）は，第二言語
のコミュニケーションに対して，積極的に第二言語で
話す学習者とそうでない学習者が現れるのはなぜか，
という個人差の要因を WTC を用いて検討しようとし
た。MacIntyre et al.（1998）は，第二言語の WTC
を「第二言語を用いて，特定の状況で，特定の人（ま
たは人々）との会話に参加する意思」と定義している。
MacIntyre et al.（1998）は，第二言語の WTC に関
連する要因についての概念モデルを示している（図
２）。以下では MacIntyre et al.（1998）に基づき，こ
の探索的なモデルの内容について詳しく説明する。な
お，用語の日本語訳については八島（2004）から引用
した。
　まず１層目は（1）「第二言語使用（L2 use）」である。
MacIntyre et al.（1998）は，第二言語によるコミュ
ニケーションを促進することを第二言語学習の最終的
な目標として設定した。そのために第二言語教育にお
いては，自らコミュニケーションの機会を見つけ，そ
れらの機会を利用するような学習者を育てる必要があ
ると述べている。また，第二言語のコミュニケーショ
ン行動を広い意味で捉え，話すことだけではなく，新
聞を読んだりテレビを見たりすることもここに含めて
いる。２層目には，第二言語使用に影響する要因とし
て（2）「WTC」がある。MacIntyre et al.（1998）は，
第二言語使用という実際の行動の前に，第二言語でコ
ミュニケーションをしようという意思があると考え，
ここにWTCを設定した。３層目には，WTCに直接影
響する要因として（3）「特定の相手とコミュニケーショ
ンをする意思（Desire to Communicate with a Specific 
Person）」，（4）「その場でのコミュニケーションの自
信（State Communication Self-Confidence）」がある。
つまり，WTC は，その場の状況によっても影響を受
けており，そのとき話す相手によって自信を持って話
せるかどうかが異なってくるということである。４層
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目からは，比較的安定した要因が挙げられている。
（5）「対人接触動機（International Motivation）」とは，
誰とどんな目的でコミュニケーションするかという個
人の動機である。例えば，会社の上司が部下を管理す
るためにコミュニケーションする場合と，純粋に友達
を作りたいからコミュニケーションする場合とでは動
機が異なる。また（6）「対グループの接触動機（Intergroup 
Motivation）」は，異なった社会的背景を持つグルー
プの人々とコミュニケーションをしたいという動機を
指す。例えば，カナダのような二言語併用地域におい
ては，片方の地域の人々と話したいと思えば，相手の
言語を学ぶようになる。これらの要因に加えて（7）「自
信（Self-Confidence）」も４層目に含まれる。この「自
信」は，３層目の「その場でのコミュニケーションの
自信」とは異なり，状況に左右されない，第二言語を
使用することについてのより安定的な自信を指す。５
層目は，情意，認知的状況で，（8）「対グループへの
態度（Intergroup Attitudes）」と，（9）「その場の社
会的状況の認知（Social Situation）」，（10）「コミュニカ
ティブ・コンピテンス（Communicative competence）」
が含まれる。「対グループへの態度」の例としては，
例えば，目標言語社会の一員になりたいと考えるなら，
熱心に第二言語を学習する。しかし逆に少数民族の場
合，相手の社会に対する同化への抵抗感があれば学習
が阻害される可能性もある。「社会的状況の認知」とは，
コミュニケーションを行う状況を指す。例えば，個人
的に電話で話すときには自信を持って話せるが，正式

な場で話すときには緊張するなど，話す場面や目的が
影響するということである。「コミュニカティブ・コ
ンピテンス」は，第二言語の知識と運用能力を指す。６
層目は，社会的，個人的状況で（11）「グループ間の関
係（Intergroup Climate）」と（12）「性格（Personality）」
からなる。「グループ間の関係」とは，異なったグルー
プ間の歴史や政治関係がコミュニケーションに影響す
るということである。最後に，学習者の「性格」も，
コミュニケーションに影響することが指摘されてい
る。ただ，この性格は学習者のもともとの性格だけで
はなく，国民性などによっても影響を受けると述べら
れている。
　以上のように，第二言語の WTC には，第二言語能
力だけではなく，社会的な要因や情意的な要因が関連
しており，それが実際のコミュニケーション行動にお
ける，個人差を生み出している。また，上記のモデル
では，WTC に影響する要因として，異文化間の態度，
接触動機など社会心理学で着目された要因と，個人の
動機や自信など教育心理学で強調された要因の両方が
仮定されている。八島（2004）は，この概念モデルの
右側の下から上へ，つまり性格，コミュニカティブ・
コンピテンス，自信，WTC とつながる部分は，教室
内で第二言語を学習する状況での情意的側面にも直接
関連すると指摘している。教師が第二言語の授業で学
習者を動機づけようとする際には，社会との関わりだ
けではなく，学習者個人の内面に着目することが必要
となる。WTC に関する研究は，社会心理学に基づく
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図２　第二言語におけるWTCモデル（MacIntyre et al., 1998：訳は八島，2004）
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動機研究の系譜として位置づけられる（八島，2004）が，
教育心理学による観点を取り入れることで発展しつつ
あるといえよう。学習者個人に着目することで，学習者
を第二言語のコミュニケーションへ動機づけていく方
法についても検討することが可能となる。以下では，第
二言語のWTCに関する実証的な研究について述べる。

３．第二言語のWTCに関する実証的
研究　　　　　　　　　　　

　MacIntyre and Charos（1996）は，WTC モデルと
社会教育モデルを参考に，WTC に影響する要因につ
いて検討している（図３）。調査対象者は，フランス
語の入門会話クラスで学ぶ学習者92人であった。調査
が実施されたのは，英語・フランス語の二言語併用地
域であるカナダのオタワであり，学習者は全員英語母
語話者であった。調査は質問紙法で行われ，質問項目
は（1）情意要因（2）コミュニケーションに関連する
要因（3）性格特性に関する要因（4）社会環境に関す
る要因から成っていた。このモデルでは，性格特性，
社会環境が情意要因を通して，コミュニケーション頻
度に影響すると仮定していた。分析においては，共分
散構造分析という統計手法を用いた。結果として
WTC に直接影響したのは，第二言語不安（Language 
Anxiety in L2）と第二言語能力の認知（Perceived 
Competence in the L2）だった。また，WTC は，第
二言語のコミュニケーション頻度（Frequency 
Communication in L2）に影響していた。つまり，学
習者の不安を軽減し，第二言語で話すことに対して自
信をつけることが積極的に第二言語で話したいという
意思や行動につながるといえる。
　MacIntyre and Charos（1996）の調査は目標言語

使用環境で行われたが，Yashima（2002）は，外国語
として英語を学ぶ日本人大学生を対象として WTC に
影響する要因について調査している（図４）。調査対
象者は，情報科学を専攻する大学１年生297人で，選
択科目として英語を受講していた。調査では質問紙と
英語のテスト（TOEFL）を実施し，共分散構造分析
を用いて分析した。この研究でも，WTC に影響する
要因を検討する際に，WTC モデルと社会教育モデル
の枠組みを参考にしている。特徴的な結果として，「国
際的志向性」が，WTC に直接影響していたことが挙
げられる。Yashima（2002）は「国際的志向性」につ
いて，国際的な仕事への興味，異文化との関わりを持
とうとする態度など，日本において英語が象徴する漠
然とした国際性を包括的に捉えようとした概念である
と述べている。日本人大学生にとって，英語は国際社
会を象徴するものであり，そのような社会と関わりた
いという目的が明確であるほど，英語でコミュニケー
ションしようという意思が強くなることが示された。
また，Yashima（2002）は，「第二言語のコミュニケー
ション不安（Communication Anxiety in L2）」と「第
二言語のコミュニケーション能力の認知（Perceived 
Communication Competence in L2）」とを１つにした
概念として「第二言語コミュニケーションの自信

（Confidence in L2 Communication）」という用語を用
いている。調査の結果から，この第二言語コミュニケー
ションの自信も WTC に直接影響していた。しかし，
学習意欲（Learning Motivation）は，WTC を直接予
測していなかった。この結果から，学習者を第二言語
のコミュニケーションへ動機づけるためには，学習意
欲を高めるだけでは十分ではなく，第二言語コミュニ
ケーションに対する自信をつける必要があることが示
唆された。Yashima（2002）は，この点について，外

� � � � � � � L2�����
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � L2WTC� � � � � � L2�����������
� � � � � � � � L2����

� � � � � � � TOEFL 
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図３　MacIntyre and Charos（1996）の調査結果の一部

図４　Yashima（2002）の調査結果



小林　明子

― 290 ―

第二言語教育における Willingness to Communicate に関する研究の動向

― 291 ―

国語学習環境特有の結果ではないかと述べている。
　また，Yashima et al.（2004）では，日本人高校生
を対象として２つの調査を行っている。１つ目の調査
では，WTC と教室内外での英語でのコミュニケー
ション頻度の関連と，WTC に影響する情意要因につ
いて検討した。対象者は，154名で，口頭運用能力の
育成を目的とした３ヶ月間の英語プログラムに参加し
ていた。質問紙による調査と共分散構造分析を用いた
分析の結果，WTC が高い学習者は，英語の使用頻度
が高いことが分かった。つまり授業において，口頭運
用能力だけではなく WTC を高めることで，教室内外
で学習者のコミュニケーション頻度を高めることがで
きることが示唆された。また，国際的志向性が高い学
習者は，WTC とコミュニケーション頻度が高いこと
が示された。２つ目の調査は，交換留学生として１年
間アメリカに滞在している高校生60名を対象に行われ
た。調査は，質問紙調査と相関分析によって行われた。
留学前に測定した WTC と，アメリカ滞在中のコミュ
ニケーション頻度は相関が見られた。また，コミュニ
ケーション頻度は滞在中の経験やホストファミリーへ
の満足との相関が高かった。Yashima et al.（2004）
はこの結果について，授業だけではなく，教室外の対
人関係や経験に対しても WTC が影響することが示さ
れたと述べている。
　Hashimoto（2002）も，アメリカの大学に在籍する
日本人大学生，大学院生を対象に WTC に影響する情
意要因について検討している。調査対象者は56人で，
全員大学の英語クラスを受講していた。調査では，質
問紙調査の後，共分散構造分析を用いて分析した。分
析の結果，WTC が学習意欲に影響していることが示
された。この点については，外国語環境での調査結果

（Yashima, 2002; Yashima et al., 2004）とは異なって
いる。目標言語使用環境においては母語話者とのコ
ミュニケーションを意識しやすいため，その気持ちを
高めるような授業を行うことで第二言語学習全体への
意欲が高まる可能性がある。
　また，イマージョンプログラムとノンイマージョン
プログラムという異なる授業形態において，WTC を
調査した研究もある（Baker and MacIntyre, 2000；
MacIntyre et al., 2003）。MacIntyre et al.（2003）では，
フランス語の会話コースで学ぶ59人の大学生（イマー
ジョンプログラムの経験者27名，ノンイマージョンプ
ログラムの経験者32名）を対象に調査を行った。学習
者は全員英語母語話者でコースの１年目に属してい
た。結果として，イマージョンプログラムの経験があ
る学習者のほうが WTC が高く，WTC と学習意欲の
関連が高かった。この点について，MacIntyre et al.

（2003）では，学習経験の影響について述べている。
つまり，ノンイマージョンのクラスで学んだ学習者は，
第二言語を実践的に使った経験が少ないため，話す必
要に基づいた学習意欲が形成されていない可能性があ
ると指摘している。この結果から，授業の形態が
WTC の高低に関連していること，授業内で WTC を
高められる可能性があることが示された。
  また，上記の調査で示されたような情意要因，
WTC，コミュニケーション行動というつながり
は，一方向のものではなく循環的なものであることが
指摘されている（八島，2003；八島，2004）。WTC
が高まることで第二言語によるコミュニケーションの
量が増え，それが肯定的な経験であると，コミュニケー
ションに対する不安が緩和され，学習意欲が高まって
いく。また，その結果として，コミュニケーションを
通して第二言語の習得が進む可能性がある。以下では，
これまで述べてきた WTC に関する研究の日本語教育
への応用の可能性とその意義について述べる。

４．日本語教育との関連

　岡崎・岡崎（1990）は，日本語教育におけるコミュ
ニカティブ・アプローチが目指すべき方向性として，
学習者の「自己表現あるいは他者理解への願望に最大
限依拠し，それを充足することを目指す。というより
もっと積極的に，このような願望をこてとした人格的
交流をコミュニケーションの源泉として位置づける」
と述べている。つまり，コミュニケーションに対する
学習者の積極性を引き出すためには，ロールプレイや
プロジェクトワークなど活動の場を設定するのみでは
なく，学習者自身の話したいという気持ちや，興味，
関心に着目する必要があることを指摘している。また，
野原（1999）は，日本語の授業において学習者の自発
的発話3）がどのような状況・過程で生じているのか調
査した。国内の大学に在籍する学習者を対象として，
口頭ドリル練習を中心とした授業をビデオ録画した。
クラスは２クラスで合計18時間の授業を分析した。分析
では，言語的・非言語的コミュニケーションの意味を知
るためにFOCUS という，授業中のやり取りを分析す
る手段を用いた。結果として，ドリル練習，教師が質
問・依頼に返答した後，活動手順や素材の提示後など
に学習者の自発的な発話が見られた。これらの自発的
な発話は，教師と学習者，または学習者同士でインター
アクションがある場合に生じていた。このことから，
インターアクションが多く起こるような活動や状況を
作り出していくことが教師の学習支援的言動であると
述べている。またそれに加えて野原（1999）は，梶原
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（1992）を引用し，「教室での活動の際に，発話を促す
動機となるのは，話したいと思う気持ちであり，知り
たいという欲求である。そうした欲求を満たすような
教室活動が行われれば，学習者の活動が活発になり，
積極的に学習する意欲を推進し，学習効果を高めるこ
とができる」と述べている。つまり， 岡崎・岡崎（1990）
と同様，学習者を第二言語のコミュニケーションへ参
加させるためには，行動の前提となる願望や欲求を高
める必要があると指摘している。このような主張から，
これまで述べてきた WTC に関する研究と共通する点
が見出せる。
　浜脇（2004）は，日本の・中学校・高等学校で働く
外国語指導助手（ALT）と日本人教師を対象として，
彼らの WTC の高低を周囲の日本人教師がどのように
評価しているか調査している。結果として，日本人教
師から見て WTC が高いと認知されている ALT は，
職場でより好意的に解釈されやすいことが示された。
つまり，日本人教師は，積極的に日本語で話しかけよ
うとしている ALT の態度に好感を抱き，そのことに
よって，より友好的な職場の対人関係が形成される可
能性があることが示唆された。これは外国語指導助手
のみでなく，日本に滞在する留学生にとっても，日本
人との対人関係を築く上で重要な示唆である。加えて，
日本国内にいる日本語学習者は，日本語母語話者と積
極的にコミュニケーションをとることで，口頭運用能
力を伸ばすことができる。教師の役割の中には，日本
語母語話者とのコミュニケーションの場を作り出すこ
とだけではなく，教室外にも通じるコミュニケーショ
ンに対する学習者の積極性を育てていくことも含まれ
るであろう。
　

５．まとめと今後の課題

　本稿では，これまでの WTC に関する研究を概観し
てきた。その結果日本語教育においても，日本語母語
話者との友好的な人間関係の構築や口頭運用能力の養
成という点で WTC が重要であることが示唆された。
今後，日本語教育における動機づけ研究においても
WTC の概念を導入した調査・研究を行うことは意義
があることと考える。また，WTC は，第二言語の動
機づけ研究の新たなアプローチの１つとして位置づけ
られ，今後「学習者をどのように第二言語のコミュニ
ケーションに動機づけるのか」という観点からさらに
発展を遂げていく可能性がある研究分野であることが
示された。具体的には，第二言語のコミュニケーショ
ンに対して学習者の自信を高めることや，学習者の学
習目的との関連から第二言語のコミュニケーション能

力を獲得する意義を説明する必要があることなどが示
された。
　今後の課題としては，まず，WTC と他の動機づけ
理論との関連について，より文献研究を進めていく必
要がある。WTC モデルは，認知的な要因（第二言語
能力の自己認知など）と，情意的な要因（学習意欲な
ど）を包括しており，今後も様々な立場の理論から影
響を受けて発展していく可能性がある。次に，WTC
に影響する要因には文化差がある可能性が指摘されて
いるため（Wen and Clément, 2003），日本語学習者
を対象とした実証的な調査を行う必要がある。どのよ
うな情意要因が日本語学習者の WTC に影響するの
か，調査・検討することで，コミュニケーションに対
する動機づけを高める方法について教育的示唆を得る
ことができる。最後に，WTC，コミュニケーション
頻度と日本語口頭運用能力の関連についても検証する
必要がある。英語教育の分野では，吉川（2005）が，
英語専攻の大学生を対象に，日常会話スピーキング能
力（BICS），専門的職業的スピーキング能力（CALP）
と第二言語の WTC との関連を調査しているが，この
調査では，メディアを使ったテスト方法が採用されて
おり，教師と学習者の対面テストとは結果が異なる可
能性もある。Baker and MacIntyre（2000）は，イマー
ジョンプログラムのような第二言語使用頻度が高い授
業において，口頭運用能力のテストに加えて，WTC
をプログラムの評価として取り入れることを提案して
いる。このような観点を，今後日本語教育にも取り入
れていくならば，やはり教師が授業内で実施できる簡
便な口頭運用能力のテスト結果と WTC との関連を検
討する必要があるであろう。このような調査・研究を
積み重ねることで，第二言語のコミュニケーションに
対して学習者をどのように動機づけていくのか，学習
者の特性にあった教室環境の創設について示唆を得る
ことが可能となる。

【注】

１）目標言語圏で学習する「第２言語」と，外国語圏
で学習する「外国語」を包括する用語として「第二
言語」という用語を用いる。「目標言語」とは学習
や教示の目標となる第二言語を指す。

２）八島（2003）コミュニケーションを「『言語によ
る意思疎通』を超えて，『対人関係の成立と維持に
関わる活動』『相手と影響しあう関係』」と定義して
いる。本稿でもこの定義に従う。また，第二言語の
コミュニケーションには，話すこと，聞くことのほ
かに，読み書きも含まれるが，本稿では，口頭での
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コミュニケーションを中心として扱う。
３）野原（1999）は，自発的な発話を「教師や他の学

習者などの他者によって，個人的・直接的に発話を
求められたり強制されたりしていないときに行われ
るもので，進んで応答したり，進んで質問を行った
りして，自ら話し出す発話である」と定義している。
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